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背景と目的（ブリ養殖の成長産業化）
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◇ 背景と目的
ブリは、日本の魚類養殖生産量の４０％（およそ１０万トン）*を

占める主要養殖種であるとともに、水産物輸出額でもホタテ、真珠、
サバ、かつお・まぐろ類に次いで第５位（１５8億円）*にランクさ
れる重要品目である。ブリの輸出量・輸出額は年々増加しており
（図１）、今後も増加が見込まれる輸出品目として注目されている。
本事業は、ブリ養殖の課題解決を通して、生産および供給の安定

化、国際競争力の強化を図ることにより、ブリ養殖業の成長産業化
に資することを目的とする。 ＊ いずれも２０１８年の値 （農林水産省 平成30年度農林水産物・食品の輸出実績）

◇ 課題と解決方法
ブリ養殖は、主として天然稚魚（モジャコ）を原魚とするため、①天然資源の変動や回遊の変化に起因して

原魚確保が不安定化する、②モジャコの採捕時期にあわせて養殖がスタートするため出荷時期が集中する（周
年出荷が困難）、③優良形質をもつ系統を作り出す「育種」ができないといった課題がある。このため、近年
では輸出向けを中心に人工種苗のニーズが高まっている。
これらを解決するには、ブリ人工種苗を用いた養殖用原魚の周年供給システムを構築するとともに、高成長

系統の作出を目指したブリの育種を進める必要がある。



ブリ優良人工種苗周年供給システムの構築（2019年度～）
以下の３つのプログラムを並行して実施。令和元年度～令和１０年度までを予定。

• 育種プログラム 3世代の選抜育種を実施 →高成長系統を作出

• 種苗供給プログラム 様々な時期に受精卵、人工種苗を供給

→人工種苗のニーズや周年供給に向けた課題を明らかに

• 技術移転プログラム 採卵技術、人工種苗生産技術を移転

→親魚養成、種苗生産を行う民間事業者等を技術面で支援

2029年には、①高成長系統の実用化、②人工種苗の利用拡大、③これらを支える種苗
供給事業者、の3要素が揃うブリ優良人工種苗の周年供給システムの構築を目指す。 2



育種プログラム

種苗
養殖場

計画交配

親魚

受精卵

水産研究
・教育機構

親魚候補
２年

１年

〈選抜尾数：養殖場2カ所の合計〉

一次選抜（養殖場）
表現型から 2～3万尾→2,000尾

二次選抜（養殖場）
育種価と家系から2,000尾→200尾

最終選抜（機構・五島庁舎）
育種価と成熟状況から

200尾→30尾

評価・高成
長選抜

親魚養成①を養殖場に委ねることにより、（研究機関がすべての工程を担う場合に比
べ、）大規模な親魚養成が可能となり、より多くの家系から高成長形質を選抜できる
ことに加え、実際の養殖環境に適合した高成長形質が得られるというメリットがある。
また、複数業者に委ねることにより、赤潮や疾病による事故リスクが低減（分散）さ
れます。
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育種プログラム
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令和元年度の入札結果です。
機構HPに掲載中

株式会社
兵殖 様

マルハニチロ
株式会社 様 ご協力、

ありがとうございます



育種価とは：
表現型から、
給餌量や水温など
の環境影響を除去し、
遺伝的能力による高成長度を
個体ごとに評価する基準。

育種プログラム

養殖場間でサイズが異なるとき、表現型のみでは親魚候補を選抜できない
5

育種価を用いて
親魚候補を選抜



育種プログラム

どの家系の
どの個体が
ベストかな？
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供給した家系由来の稚魚のすべてが、委託先に残っていることを
先日確認済み。

実施機関 2018(H30) 2019(R元) 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 2027(R9) 2028(R10)

五島庁舎（採卵・種苗生産） 準備 F1(1) F1(2) F1(3) F2(1) F2(2) F2(3) F3(1) F3(2) F3(3) F4(1)

五島庁舎（親魚養成） P(1) P(2) P(3) F1(1) F1(2) F1(3) F2(1) F2(2) F2(3) F3(1) F3(2)

委託先（親魚選抜）

F1(1) F2(1) F3(1)

実施機関 2018(H30) 2019(R元) 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 2027(R9) 2028(R10)

五島庁舎（採卵・種苗生産） 準備 F1(1) F1(2) F1(3) F2(1) F2(2) F2(3) F3(1) F3(2) F3(3) F4(1)

五島庁舎（親魚養成） P(1) P(2) P(3) F1(1) F1(2) F1(3) F2(1) F2(2) F2(3) F3(1) F3(2)

委託先（親魚選抜）

F1(1) F2(1) F3(1)

F1(2)

F1(3)

F2(2)

F2(3)

F3(2)

F3(3)



種苗供給プログラム
輸出商材に求められる周年出荷に向けた人工種苗（秋、冬種苗など）のニーズや課題を明らかに
するため、ブリの種苗生産や人工種苗を用いた養殖への取り組みを希望する者に対し、試験出荷の
ための受精卵または人工種苗の供給（有償）を行う。
本プログラムでの卵、種苗の販売は、現場ニーズを確認するための調査の一環であり、ニーズが

確認された種苗については、以下のプログラムにより事業者に種苗生産技術を移転し、順次事業化
を促す。 → 対象：上記の取り組みを希望する公的機関、民間事業者等
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２０１９年度ブリ受精卵・人工種苗 購入希望調査結果および公示数量
２０１９年 ２０２０年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年間合計

受精卵ニーズ 125万粒 220万粒 100万粒 60万粒 20万粒 525万粒

人工種苗ニーズ 300千尾 200千尾 17千尾 30千尾 547千尾

受精卵公示数量 30万粒 100万粒 100万粒 100万粒 330万粒

人工種苗公示数量 70千尾 70千尾 140千尾

備考：受精卵については７者より、人工種苗については６者より回答あり。



種苗供給プログラム

売り払い件名 数量 契約者

２０１９年 ８月 ５万粒 近畿大学水産養殖種苗センター 様
２０１９年１０月 １００万粒 マルハニチロ株式会社 様
２０１９年１１月 １００万粒 かごしま豊かな海づくり協会 様
２０２０年 １月 ２０万粒 熊本県水産研究センター 様
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令和元年度の結果です。
開発調査センターHPに掲載中

全て企画競争による契約
契約情報（上段：受精卵 下段：人工種苗）

売り払い件名 数量 契約者

２０１９年１０月 ３０千尾 マルハニチロ株式会社 様
２０１９年１０月 １２千尾 黒瀬水産株式会社 様
２０２０年 ３月 ３０千尾 尾鷲物産株式会社 様
２０２０年 ３月 ５千尾 株式会社 徳丸 様



技術移転プログラム
ブリの親魚養成、種苗生産（周年供給）が可能な者を育成するため、

親魚養成、採卵、種苗生産技術を実地研修によって移転する。
→ 対象：人工種苗生産と周年供給に取り組もうとする公的機関、

民間事業者等

カニューレ
卵細胞の成熟度判定の指導
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HCG注射
排卵促進ホルモンの投与の指導

採卵
絞り出し方法から受精作業までを指導



期待される成果
育種目標 ①天然種苗（モジャコ）由来魚に比べて１.３３倍の成長

（１.１倍×３世代の選抜）

→高成長事例（参考）：マダイ（日本）：３世代で１.５倍、５世代で２.１倍１）

アトランティックサーモン（ノルウェー）：５世代で２.１倍２）

育種目標 ②増肉係数の改善－１０％（概ね ３.０ → ２.７）

→増肉係数の改善例（参考）：アトランティックサーモン（ノルウェー）

：５世代で２０％の改善２）

１） 村田修（1998）海水養殖魚の品種改良に関する研究, 近大水研報.
２） Trygve Gjedrem（2012）Genetic improvement for the development of efficient global aquaculture, Aquaculture. 10



0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

1年
4月

1年
6月

1年
8月

1年
10
月

1年
12
月

1年
2月

2年
4月

2年
6月

2年
8月

2年
10
月

2年
12
月

2年
2月

3年
4月

3年
6月

3年
8月

3年
10
月

魚
体
重
（
kg
）

年齢と暦の月

通常(モジャコ) 高成長(×1.33)

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

2年
4月

2年
5月

2年
6月

2年
7月

2年
8月

2年
9月

2年
10
月

2年
11
月

2年
12
月

2年
1月

2年
2月

2年
3月

3年
4月

3年
5月

3年
6月

3年
7月

3年
8月

3年
9月

3年
10
月

出
荷
量
（
kg
）

年齢と暦の月

通常(モジャコ)
高成長(×1.33)高成長

（２年４月／３.８kg）

通常（２年10月／４kg）

端境期（４月～９月）の出
荷を２年魚でカバー

期待される成果

●育種に成功し、高成長となると、養殖期間が半年分短くなる。

●3年生（２歳魚）を持たずに済む。春痩せ問題も解消！！

00007010
テキスト ボックス
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令和２年度事業への協力者・参加者の募集
育種プログラム（親魚養成・選抜業務の委託《請負契約》）
・委託先の公募 令和元年11月15日～令和2年1月15日予定（機構HP 契約に関する情報に掲載）
・公募説明会 令和元年12月13日 14：00～15：00予定 機構本部第1会議室（横浜市みなとみらい）
・審査方法 総合評価 → 見積り額と事業計画の内容により審査します。
・委託先の決定 令和2年2月（機構HP 契約に関する情報に掲載）
・事業期間 令和2年5月～令和4年3月（2年間）
・参 考 毎年公募：2者を上限に委託先を決定します。

種苗供給プログラム（受精卵と人工種苗の売払い）
・購入希望調査（参加表明） 令和元年10月7日～令和元年11月8日（開発センターHPに掲載）
・売払先の公募 令和元年11月15日～12月13日（開発センターHPに掲載）→時期、量の設定の参考にします。
・審査方法 競争入札（企画競争） →価格と事業計画の内容により審査します。
・売払先の決定 令和2年1月上旬（開発センターHPに掲載）
・事業期間 令和2年8月～

技術移転プログラム
・希望者の受入 随時：日程については機構と協議いたします。
・受入手続 種苗供給Pとの併用：売払契約の付帯事項、技術移転Pのみ：協定の締結
・費 用 等 機構担当者の派遣による技術移転の場合は旅費相当額をご負担いただきます。 12

→受精卵はふ化した稚魚が概ね全長5cmに達するまでの約60日間、
人工種苗は出荷サイズに達するまでの約2年間の飼育データを報告していただきます。

・あと１０日間で締め切らせて頂きます。
・購入を検討されている方は、必ず購入希望

調査に参加してください。

→これまでの技術指導とは異なります。



水産研究・教育機構HP（育種プログラム）
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開発調査センターHP（種苗供給プログラム）
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